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事故情報データバンクの位置づけ

○消費者安全法による通知手段）
 

消費者安全法施行規則

 
法第十二条第四項の措置を改正し、平成21年12月に施行。

 「 （略）

 

事故情報データバンク（消費者の生命又は身体に生ずる被害の発生又は拡大の防止を図るため、

 消費者庁、関係行政機関、関係地方公共団体、国民生活センター、消費者その他の関係者が、オンライン

 処理の方法により、消費生活において生じた事故等（消費者の生命又は身体に被害を生じさせる事故又は

 当該事故が発生するおそれのある事態に限る。）に関する情報を蓄積し、及び活用するシステムであって、

 消費者庁及び国民生活センターが共同して管理運営するものをいう。）」

 
■消費者安全法第十二条第四項

 
第一項又は第二項の場合において、（略）

 

これらの規定による通知に代えて、内閣総理大臣及び当該通知をしなければ

 
ならないこととされている者が電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

 
をいう。）を利用して同一の情報を閲覧することができる状態に置く措置であって内閣府令で定めるものを講じたときは、当

 
該通知をしたものとみなす。

○事故に関する情報開示手段）
 

消費者庁設置法案、消費者庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する

 
法律案及び消費者安全法案に対する付帯決議

 

（平成２１年５月２８日

 

参議院消費者問題に関する特別委員会）

 十五、消費生活に関わる事故に関する情報は、国民の共有財産であるとの認識に基づき、消費者庁を含む関係省庁は、

 
消費者事故等に関する情報について、個人情報保護に配慮しつつ、十分な開示を行うこと。
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事故情報データバンクのイメージ

事故情報データバンク
参画機関からの事故情報を蓄積

検索機能
集計機能

関係行政機関

地方公共団体

消費生活センター

国
民
生
活
セ
ン
タ
ー

消費生活の安全・安心
消費者がホームページで簡便に事故を検索

家にある製品に関する事故や、
報道されている○○の事故では、
何が起こっているの？
何を注意したら良いの？

事故情報の一元化
行政機関は、相互に事故情報を共有

同種・同類事故の察知
傾向などの解析・把握

通知

登録・活用

消費者事故の発生又は拡大の防止を図るための注意喚起
事故に係る情報の提供

事故の検索・

 
閲覧

事故の通報・相談

画面は開発中のものです ２



参画機関

国民向け事故情報データバンクに情報を提供する機関は以下の通り

項番 参画機関名 情報の内容 情報の属性

1 消費者庁 消費者安全法により通知された重大事故情報
地方公共団体、各省庁から通知され、重大事故等

 
として公表した事故情報

2
（独）国民生活センター

 
消費生活センター
（消費者庁）

消費生活センターの相談情報
全国消費生活情報ネットワーク・システム（ＰＩＯ

 
－ＮＥＴ）

消費者からの任意の申し出情報に基づいており、

 
因果関係の精査等を経ていない情報を含む

3
日本司法支援センター

 
（法務省）

法テラスの相談情報
消費者からの任意の申し出情報に基づいており、

 
因果関係の精査等を経ていない情報を含む

4 厚生労働省 食中毒に関する情報
保健所が認知した食中毒の発生情報で、発生事実

 
が確実な情報

5 農林水産省 食品危害に関する情報
地方農政局などで入手した食品に由来する消費者

 
事故等の情報、消費者からの任意の申し出情報も

 
含む

6 経済産業省・農林水産省 製品安全に関する情報
消費生活用製品安全法に基づき事業者から報告さ

 
れた情報、原因究明中の事案も含む

7
（独）製品評価技術基盤機構

 
（NITE）

 
（経済産業省）

製品安全事故調査情報
消費生活用製品安全法の重大事故には当たらな

 
いが、事業者や消防等から通知された情報、原因

 
究明中の事案も含む

8 国土交通省 都市公園において発生した重大事故情報
都市公園で発生した重大事故を管理者等が報告し

 
た情報

9
国土交通省国土技術政策総

 
合研究所

建築物事故情報
消費者からの任意の申し出情報に基づいており、

 
因果関係の精査等を経ていない情報を含む
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平成２２年４月～

関係機関で試行的運用

開 発

平成２１年１２月～平成２１年６月～

国民向けシステムを運用

スケジュール

【スケジュール】
現在、参画関係機関内で試行的に運用を実施しており、年度内を

 目途に国民向けの開発を完了する予定

関係機関向けシステムについて
各関係機関が収集した事故情報を一元化し、共有する。
事故の増加傾向等を監視し、事故の拡大防止・未然防止に役立てる。

国民向けシステムについて
簡単操作で事故情報の閲覧ができ、関係機関が提供する事故予防のための情報も提供。
意見・要望の収集機能を持ち、それを踏まえて継続的な改善を図る。

本格運用

４



国民向けトップページ

５画面は開発中のものです



画面は開発中のものです

①注目事故情報

①
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ワンクリックで
注目して欲しい事故情報を閲覧可能

・隔週初めに更新する。

●選定基準
・消費者庁の公表資料に掲載された事例から以下の観点からチェックし、
重要と考えられる事故事例を掲載する。

１．重大な被害が発生している
２．多数流通している商品等であり、多発している
３．世の中の動向（最近の新聞やニュースで注目されている事故である）
４．子供や高齢者など生活弱者に多発している
５．季節性の商品等であり、拡大可能性がある
６．新しい商品等に起因する事故である

①注目事故情報
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①注目事故情報
 
表示例
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画面は開発中のものです

②

②注目事故情報リスト
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ワンクリックで
注目して欲しい事故情報の一覧を閲覧可能

・月初に更新する。
・以下の３つの事故情報リストを掲載する。

１．子供の事故リスト（被害者年代が10歳未満の事故）
２．高齢者の事故リスト（被害者年代が70歳以上の事故）
３．季節に関連した事故リスト、または「関係機関からの注目情報・お知ら
せ」の内容に合致している事故リスト

※

 
季節に関連した事故リストの例
4月：自転車の事故（交通安全週間）、白物家電の事故（フレッシュマン向け）
5月：玩具の事故（こどもの日）
6月：雨天の事故（梅雨）

※

 
「関係機関からの注目情報・お知らせ」の内容と連携

例えば、国民生活センターから「まつ毛エクステンションの危害」に関する資料を提供され

 ていたら、まつ毛エクステンションに関する事故リストを掲載する。

②注目事故情報リスト
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②注目事故情報リスト
 
表示例
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画面は開発中のものです

利用者が自身の関心から
複数のフリーワードで
簡単に検索可能

③フリーワード検索

１２

③



画面は開発中のものです

④関係機関からの注目情報・お知らせ

④
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④関係機関からの注目情報・お知らせ

国民生活センター

公表日 テーマ

平成21年12月16日 ソフトコンタクトレンズ用消毒剤の阿寒とアメーバに対する消毒性能

平成21年11月4日 電子レンジやIHヒーター等で加熱する湯たんぽの安全性

製品評価技術基盤機構

公表日 テーマ

平成21年12月16日 暖房器具による事故防止について

平成21年11月26日 「低温やけど」の事故防止について

平成21年10月14日 自転車による製品事故の防止について

・運用当初の掲載例としては以下の３つを検討中

１．国民生活センターの公表資料
２．製品評価技術基盤機構の公表資料
３．その他、関係機関の公表資料等

●公表資料の例

各関係機関が発信する注意喚起情報に
簡単にアクセス可能
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④関係機関からの注目情報・お知らせの例
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画面は開発中のものです

⑤

⑥

⑤検索ワードランキング、⑥ご意見・ご要望の収集
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⑤検索ワードランキング

・国民がフリーワード検索をしたものの、上位5位までがランキング表示

⇒国民が関心を寄せている情報の動向を把握する

⑥事故情報データバンクからのお願い

・事故情報データバンクに関する意見・要望を収集する。

⇒事故情報データバンクの改善につなげる
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⑥ご意見・ご要望の収集

画面は開発中のものです

ご意見・ご要望と共に
アンケート調査を付加
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